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Abstract : This study aimed to highlight awareness concerning countermeasures and education of nursing
caretakers at elderly facilities in the event of a disaster. We administered an anonymous survey with
questionnaires directed at administrators from 96 nursing homes in A Prefecture. We received 58 responses,
which showed the following:
1）13.8% of the facilities surveyed showed a low ratio of disaster occurrence. “Securement of electrical systems”
is the most frequently provided measure at the time of such disasters. 2）All facilities had already conducted
disaster drills. There are four distinct drills: “an evacuation drill,” “ firefighting drill,” “A reporting drill,” and
“a first‑aid drill.” 22.4% of the facilities combined these drills into “A comprehensive drill” when actually
conducting such drills. 87.9% of the facilities have prepared disaster prevention manuals, but 31.4% did not
execute evaluations and or corrections. In regards to a “communications system” in place in case of a disaster,
59.6% had prepared “an emergency network.” Emergency rations of food, drinking water, and clothes were
stockpiled, which accounted for 72.2% of stockpile provisions. 3）Provisions for countermeasures against
possible disasters included, “development of disaster prevention systems,” “education for disaster prevention,”
“disasters drills,” “maintenance of facilities and equipment,” and “preparation of a disaster prevention manual.”
4）77.6% of administrators acknowledged the necessity for training of nursing caretakers in the event of a
disaster within the training facilities itself. 77.6% of the administrators acknowledged the necessity of training
nursing caretakers in the event of a disaster within the elderly facilities, yet only 37.9% of these facilities have
conducted such training in the event of a disaster. 
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図１　被災経験の有無　ｎ＝58
    災害の種類内訳






















































  n=58 
表６　災害備蓄品の種類（⾃由記述）
図４　介護福祉士養成施設における災害介護教育の必要性の有無　ｎ＝58
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施設数（%） 
操作）」についてであった。時期としては、「防災
訓練時」「新任職員採用時」であり、実施回数は
「年２回」９施設、「年１回」６施設、「年３回」
「年４回」各２施設、「年６回」１施設の順であっ
た。（図６）
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表７　防災対策の今後の課題（⾃由記述）
図５　高齢者施設における災害介護研修の必要性の有無　ｎ＝58
施設数（％） 
Ⅳ．考察
１．災害対策の実態について
１）施設の被災経験について
被災経験がある施設は13.8％と少ない状況であ
った。４件と回答が最も多かった平成17年度は、
台⾵被害を含む⾵水害のほか「18年豪雪」として記
録的な⼤雪に見舞われ雪害対策部が設置された２）
が、幸いにも施設における被害は少ない状況にあ
ったと推察される。
被災時の管理者の対応として最も多かったのは
「電気系統の確保」であった。災害発生直後にお
いては、利用者の安全確保が最優先されるが、⼈
的被害まで⾄らない災害であったことからこのよ
うな結果になったと考えられる。ライフラインの
中で電⼒は最も早い段階で復旧が可能であるが、
電源が絶たれることで医療機器を装着した利用者
等への適切な対応が困難となり、生命の危機につ
ながる恐れがある。災害時に備えては、非常電源
や予備電源の確保は重要であると考える。
２）防災訓練の実施状況
消防法３）により、施設においては避難訓練及
び消火訓練を年２回以上実施することが義務づけ
られていることから、１施設を除いて各施設が法
令を遵守し、定期的な訓練を実施していると考え
られる。防災訓練は、通報、消火、避難、総合訓
練等が幅広く実施されているが、災害が起きた状
況により優先順位が変わってくるものと考える。
今回の調査では、夜間を想定した訓練の記載があ
ったのは25施設（43.1%）であった。下畑ら４）に
よると、約70%の施設が夜間を想定して⼊所者参
加によって昼間防災訓練を⾏っていることが明ら
かになっている。⼊所施設にあっては夜勤体制下
での実践的な対応が望まれるため、訓練の実施に
当たっては時間帯についても検討が必要である。
防災マニュアルについては７施設において整備
されていなかった。定期的な評価・修正について
は、７割近くが実施しているが、３割はマニュア
ルを備えてはいても、評価・修正までに⾄ってい
ないことが分かった。マニュアルは作成して終わ
りではなく、全職員が内容を周知し実際に活用で
きるものにしていくことが目的であることからも、
定期的な評価・修正は必須であり、より実践的な
ものにしていくことが求められる。
３）災害時の連絡体制
災害時は緊急事態であり迅速な対応が求められ
ることから、正確な情報を速やかに全職員へ伝え
る必要がある。情報連絡が途絶えることなく有効
に機能するよう「緊急連絡網」による定期的な伝
達訓練を実施していく必要がある。緊急招集に当
たっては、「監督的立場を頂点とした連絡網」の
みならず、施設から同心円状に住所別連絡網を作
成することも重要ではないかと考えられる。また、
通信⼿段として、⾃動連絡システムを導⼊してい
る施設があったが、このシステムは災害時に有効
なツールとなっていくと考えられることから導⼊
の促進が望まれる。
また、２施設において「地震時は震度５以上で
駆けつけるシステム」がとられていた。特に⼤災
害発生後は、職員の緊急招集の連絡が困難となる
ことも予測されることから、連絡網の整備ととも
に、災害発生時にとるべき⾏動を各施設において
事前にルール化しておくことも重要ではないかと
考える。
４）災害備蓄品
備蓄品の種類としては「非常食」「飲料水・生
活用水」が多く、合わせて７割を占めていた。こ
れらは災害時に優先的に必要とされるものである。
非常食としては、真空パック粥や缶粥があげられ
ているが、施設においては嚥下能⼒の低下してい
る方や、経管栄養の利用者も多いことから、食事
形態についても考慮されていることが考えられる。
その他の備蓄品としては、防災・医療用品、照明
器具や暖房器具などがあげられていたが、暖房器
具に関しては地域性の考慮が必要である。備蓄品
については保管場所のみならず、種類や数量、保
存期限を記載したリストを作成し全職員に周知し
ておくことが望ましい。
また、発電機や照明器具などの備品については、
中辻５）が述べているように施設が定期的に⾏う
⾏事の際に活用し、職員の誰もが使いこなせるよ
うにしておくことが有効であると考える。
５）防災対策の今後の課題
今後の課題として最も多かったのは「防災体制
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図６　災害に備えた研修の実施状況　ｎ＝58
　＜主な研修内容＞
 　・防災知識 
 　・災害事例検討 
 　・防災設備や器具の取扱い操作 
 　・救命救急訓練（AED操作）　等 
施設数（％） 
の整備」であった。施設においては⾃⼒避難が困
難な⼊所者の割合が高く、災害時は介護者として
の職員の役割が重要になる。特に夜間は防火管理
体制が⼿薄になることから被害の拡⼤が危惧され
る。災害時は通報・連絡のほか、利用者の避難誘
導等の様々な対応が必要とされ、施設内の⼈員体
制では対応が困難な状況にある。これらから「地
域住⺠との相互協⼒体制の確保」として、管理者
は、普段から地域住⺠の協⼒が迅速に得られる体
制づくりや地域と一体となった災害対策の必要性
を感じているのではないかと考える。
次いで「防災教育」が課題としてあげられてい
た。災害は⽇常的に体験することは少ないことか
ら、管理者としては教育による職員の意識向上や
災害時対応能⼒の習得、研修体制の整備の必要性
を認識しているものと考える。
「防災訓練」「防災マニュアルの整備」に関し
ては、災害全般についての訓練、防災マニュアル
の作成などがあげられた。井川６）は、場面ごと
の防災マニュアルの整備の必要性について述べて
いる。火災や地震・⾵水害などのほか、ライフラ
インが途絶えた際の対処方法をマニュアル化しな
ければ職員全員が混乱し、その結果として⼊所者
にも⼤きな動揺を与えてしまうことへもつながる。
また、⼤里７）は、災害に対して陥りやすい心理
状態として『正常化バイアス』について指摘して
おり、これを防ぐ方法として、事業所内の24時間
の状況（利用者の状態像なども記しておく）や屋
内の見取り図などを作成し、災害が発生した時間
帯や場所でどのような状況が生じるかを想定し記
載することの必要性を述べている。災害発生時に
起こり得る状況を書き出すことで、イメージを意
識づけることが可能になることから、施設におい
てこれらの取り組みは重要なことであると考える。
「防災設備・備品の整備」では、経済的負担が
あげられていた。中でも高額な設備投資を必要と
するスプリンクラーについては、平成21年４⽉よ
り施⾏の義務づけが開始された。施⾏に当たって
は、一部の施設において「地域介護・福祉空間整
備等施設整備交付金事業」の一環として補助が⾏
われることとなっているが、対象施設の拡⼤とと
もに、⼯費助成の上乗せなどの早急な対応が望ま
れる。また、災害時の社会福祉施設の役割として、
建物の耐震化を進めることや立地条件の確認は必
要な取り組みとされているが、本県はこれまで幸
いにも甚⼤な被災経験が少ないことから、これら
についての認識が低いものと推察される。
２．災害介護教育に関する意識について
58施設中45施設（77.6%）の管理者が養成施設
における災害介護教育の必要性を認識していたこ
とから、災害介護教育への意識は高いものと考え
られる。しかし、11施設（19.0%）は「分からな
い」と回答していた。これは現在「災害介護」に
ついて明確な定義づけがされていないことから、
内容を具体的に把握しづらかったからではないか
と考えられる。災害時における介護福祉職の果た
す役割について認識されるようになったのは、新
潟中越及び中越沖地震以降であり、実践報告につ
いても平成21年１⽉に⽇本介護福祉士会主催で開
催されたシンポジウムが初めてである。今後は、
被災時の実践内容をまとめ、報告していくととも
に、それらをもとに災害時における介護について
の研究を進め、「災害介護」を体系化していく必
要がある。
施設においては約８割が災害に備えた災害介護
研修の必要性を感じていたが実施していた施設は
約4割であった。年２回の防災訓練と関連づけて
研修を取り⼊れていくことにより、実施率が高く
なるのではないかと考える。高室８）は、災害研
修は知識と情報だけでなく、訓練も含めた演習を
伴うことでより実践的な内容となり、「受講＋話
し合い＋演習」をセットにした参加型研修が効果
的であると述べている。このことから、研修の実
施に当たっては回数とともに内容の検討が必要で
あると考える。
Ⅴ．結論
施設管理者に対する今回の調査から、以下のこ
とが明らかになった。
１．災害対策の実態について
１）施設の被災経験については、13.8%と少な
い状況であった。被災時の対応として最も多
かったのは「電気系統の確保」であった。
２）防災訓練は全ての施設が実施しており、訓
練の種類としては「避難訓練」「消火訓練」
「通報訓練」「救護訓練」であり、22.4%の施
設がこれらを組み合わせ「総合訓練」として
実施していた。防災マニュアルについては
87.9%の施設において整備されていたが、
31.4%は定期的な評価・修正を実施していな
かった。災害時の連絡体制としては59.6%が
高齢者施設における災害対策の実態と災害介護教育に関する意識
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「緊急連絡網」を作成していた。災害備蓄品
の種類としては「非常食」「飲料水・生活用
水」が多く、合わせて72.2%であった。
３）防災対策の今後の課題としては、『防災体
制の整備』『防災教育』『防災訓練』『防災設
備・備品の整備』『防災マニュアルの整備』
があげられた。
２．災害介護教育に関する意識について
１）管理者の77.6%が養成校における災害介護
教育の必要性を認識していた。
２）管理者の77.6%が施設における災害介護研
修の必要性を認識していたが、災害に備えた
研修を実施していた施設は37.9%であった。
今後、施設の災害対策においては、防災体制・
設備の整備、防災教育の推進とともに、防災訓
練・マニュアルをより実践的なものにしていく必
要性がある。災害時における介護についての研究
を進め、災害介護の構築を図り、介護福祉教育の
中に位置づけていくことの必要性が⽰唆された。
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